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 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書及び裁判所における入札に関する条件に違
反した入札は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した役務を
提供できると支出負担行為担当官が判断した
入札者であって、予算決算及び会計令第79条
に基づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った入
札者を落札者とする。
 その他 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of expenditure of the

procuring entity : KASAI Yukihiko, the ob‑

ligated officer, Director‑General of Finan‑

cial Bureau, General Secretariat, Supreme

Court, 42 Hayabusa‑cho, Chiyoda‑ku,
Tokyo 1028651, Japan

 Classification of the procurement : 71, 27

 Nature and quantity of the service to be

contracted : Operation and Maintenance of

the General‑Purpose acceptance system

and other related systems for the Supreme

Court, 1 contract

 Fulfillment period : From April 1 2017,

through March 31 2018

 Fulfillment place : The place Specified by

the Supreme Court

 Qualification for participating in the bid‑

ding procedures : Suppliers eligible for par‑

ticipating in the proposed bid are those who

shall :not apply to Article 70 of the Cabi‑
net Order concerning the Budget, Auditing,

and Accounting (however, minors, persons

under curatorship, or persons under assis‑

tance who obtained the consent necessary

for concluding a contract may be applicable

to the status of special reasons within the

said article) ; not apply to Article 71 of
the above‑mentioned Cabinet Order ; be
ranked as Grade A or B in Offering Service

classification in terms of the qualification

for participating in bids required by the Su‑

preme Court (single qualification for every

ministry and agency) in the fiscal years

2016, 2017 and 2018 ; andmeet the qualifi‑
cation requirement which the obligated of‑

ficer may specify in accordance with Arti‑

cle 73 of the above‑mentioned Cabinet Or‑

der

 The time and place of application for

The qualification of  shall be in the man‑
ner of application for single qualification

for every ministry and agency

 Time‑limit for bid : 5 p.m., February 24,

2017

 Contact point for the notice : TOKU‑

OKA, Research Section, Supplies Division,

Financial Bureau, General Secretariat, Su‑

preme Court, 42 Hayabusa‑cho, Chiyoda‑
ku, Tokyo 1028651, Japan, TEL 03
32645873

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年 11 月 30 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構

契約部長 根本伸一郎
◎調達機関番号 601 ◎所在地番号 08
〇第 281461１号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
Ａ 日本原子力研究開発機構 原子力科学研
究所で使用する電気
 部分供給方式
ア 契約電力
 常時電力
・ベース供給部分 40000kW
・部分供給部分 38000kW
 予備電力
・ベース供給部分 40000kW
・部分供給部分 38000kW

イ 予定使用電力量 454294532kWh
・ベース供給 296602449kWh
・部分供給 157692083kWh

 全量供給
ア 契約電力
 常時電力 78000kW
 予備電力 78000kW
イ 予定使用電力量 454294532kWh

Ｂ 日本原子力研究開発機構 核燃料サイク
ル工学研究所及び旧本部で使用する電気
１）核燃料サイクル工学研究所
 部分供給方式
ア 契約電力
 常時電力
・ベース供給部分 11500kW
・部分供給部分 7500kW
 予備電力
・ベース供給部分 11500kW
・部分供給部分 7500kW

イ 予定使用電力量 121793000
kWh

・ベース供給 100740000kWh
・部分供給 21053000kWh

 全量供給
ア 契約電力
 常時電力 19000kW
 予備電力 19000kW
イ 予定使用電力量 121793000
kWh

２）旧本部（全量供給）
ア）契約電力
 常時電力 200kW
 予備電力 200kW
イ）予定使用電力 382900kWh

Ｃ 長堀独身寮他で使用する電気
予定使用電力量 769943kWh

Ｄ 本部総合管理棟及び原子力緊急時支援・
研究センターで使用する電気需給契約
予定使用電力量 1246063kWh

 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 使用期間 平成29年４月１日から平成30年
３月31日まで。
 需要場所 入札説明書による。
 入札方法
Ａ～Ｂ 部分供給方式又は全量供給で参加す
ること。入札書に記載する金額は、各社に
おいて設定する契約電力に対する単価（基

本料金単価）及び使用電力量に対する単価
（電力量料金単価）を根拠とし、あらかじ
め当機構が別途提示する月毎の予定契約電
力及び予定使用電力量に基づき算出した各
月の対価の年間総価をとすること。
Ｃ～Ｄ 入札書に記載する金額は、各社にお
いて設定する契約電力に対する単価（基本
料金単価）及び使用電力量に対する単価（電
力量料金単価）を根拠とし、あらかじめ当
機構が別途提示する月毎の予定契約電力及
び予定使用電力量に基づき算出した各月の
対価の年間総価をとすること。
Ａ～Ｄ 落札決定にあたっては、入札書に記
載された入札金額に当該金額の８パーセン
トに相当する額を加算した金額（当該金額
に１円未満の端数があるときは、その端数
金額を切り捨てるものとする。）をもって落
札価格とするので、入札者は、消費税に係
る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積った契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。
※入札書に記載する金額の算定に当たって
は、力率割引又は割増、発電費用等に係
る燃料価格変動の調整額及び電気事業者
による再生可能エネルギー電気の調達に
関する特別措置法に基づく賦課金は考慮
しないこととする。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
の競争参加資格又は国の競争参加資格（全省
庁統一資格）を有すると認められた者である
こと。
 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
契約部長から取引停止にされている期間中の
者でないこと。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業者としての登録を得ている者である
こと。


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